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要旨 

名古屋大学大学院共通科目は、2012 年度に教養教育院に設置されたものである。開設に

向けて 2011 年度から始まった議論の背景には、博士課程教育リーディング大学院事業を

直接の契機とした、全学のための大学院教育の強化がある。当初は開講 6 科目から始まり、

2025 年度には 81 科目を開講するまでに拡充した。また、本科目への全学的な理解も進み、

各研究科において修了の単位として算入可能になりつつある。実際の開講科目には、体験

型講義、大学教員準備講座、リサーチスキルズ、マルチリンガルスキルズ、プロフェッシ

ョナル・リテラシーなど、学際的・実践的なプログラムが含まれている。近年は、卓越大

学院事業や次世代研究者挑戦的研究プログラム事業との連携が進み、受講者数も年々増加

している。設置から十余年を経た現状を踏まえ、今後は、科目内容や運用体制の検証、各

研究科や関連部局との連携強化を通じて、より効果的な仕組みづくりを進めることが期待

される。 

 

1． はじめに 

名古屋大学大学院共通科目は、本学教養教育院のもとで 2012 年度に開始され、2026 年

4 月には 15 年目を迎えようとしている。初年度の開講は 6 科目であったが、2025 年度の

開講数は 81 科目に増え、また、各種大学院教育プログラムとの連携も進められている。本

稿では、本学における大学院共通科目の設置経緯とその後の展開、特徴的な科目事例につ

いて概観したうえで、今後の課題を抽出する。 

 

2． 大学院共通科目の設置経緯 

2.1．科目の設置まで 

名古屋大学における大学院共通科目の開設は、すでに数年にわたり実施されていた教養

教育院の整備・充実の一環として位置づけられる（栗本・栗本、2016）。この整備・充実は、

「質の高い教養教育と専門教育を教授し、国際的に評価される教育成果の達成を目指す」

（第 1 期中期目標）ために、第 1 期中期計画（2004〜2009 年度：「教養教育院の整備充実

を図る」）および第 2 期中期計画（2010〜2015 年度：「教養教育院の機能を充実させる」）
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において掲げられたものである。 

大学院共通科目の設置にいたる前には、教養教育院に電子教材開発室が設置され、e-

Learning 教材の開発や、その提供を通じた学習ニーズの把握および学習効果測定が行われ

ていた。また、刷新された英語カリキュラムの実施を支援するアカデミック・イングリッ

シュ支援室（以下、AE 室）の設置に加え、“writing is thinking”をモットーに、学術論文執

筆スキルと論理的思考の向上を並行して支援するMEI-Writingが開設された。AE室やMEI-

Writing は、それまで学部学生を対象としていた教養教育院の活動が、大学院学生に開かれ

る端緒となった点で特筆される。さらに、自主的・自律的な学習を促進するための環境設

備も進められ、そのなかで設置されたアクティブラーニング用教室は、のちに大学院共通

科目でも活用されることとなった。 

大学院共通科目の開設にかかる全学的検討は、全学教育企画委員会（平成 23 年度第 4

回、2011 年 9 月 13 日）において「教養教育推進室の整備（強化）に関するＷＧ」（以下、

ＷＧ）を設置することが提案され、承認されたことに始まる。この背景には、「グローバル

化社会の大学院教育」（中央教育審議会平成 23 年 1 月 31 日答申）などをふまえた大学院

教育の開発・実施が急務であるとの認識があった。より具体には、文部科学省による「博

士課程教育リーディング大学院事業」が開始され、本学も 2011 年度に 2 件（最終的には 6

件）の採択をうけ、大学院教育を全学的に充実・強化する必要性が高まっていたことが挙

げられる。ＷＧは、教養教育推進室を整備し、新たな大学院共通科目の開設を検討するこ

となどを目的としており、ＷＧ主査には木俣元一高等教育研究センター長・総長補佐が指

名された。ＷＧでの検討内容は、同年 11 月 15 日の同委員会に提案され、各部局持ち帰り

の上、意見聴取することとなった。同年 12 月 13 日の同委員会において、各部局からの意

見とそれらへの対応が資料に基づいて説明され、意見交換の後、一部修正した提案が了承

された。 

第 67 回全学教育委員会（2011 年 12 月 20 日）には、「教養教育推進室の整備（強化）に

ついて」が議題に挙げられた。この議事において、前週開催の全学教育企画委員会で了承

を得た「教養教育院教養教育推進室の整備に関する提案」についての説明が、木俣氏から

なされた。その内容は、教養教育推進室に新たに共通教育企画部門を追加して専任教員を

おき、大学院共通科目の開設後の企画・立案を担当するというものであった。 

本会における質疑では意見や要望が多数あり、継続審議となった。学部教育との差別化、

専任教員を配置するほどの業務量の有無、始まったばかりの大学院共通外国語科目の成果

検証の優先性などの疑義が示された。また、要望もいくつかあり、各研究科ですでに実施

している科目をより多くの大学院生が受講できるように支援してほしい、複数の研究科で

利用できる授業内容にしてほしい、などが挙げられた。これまで全学教育（いわゆる学部

の一般教育）を担当してきた教養教育院が大学院教育にも手を広げることに対し、違和感

のようなものがあったのではないかと想像される。他方で、各研究科においても、大学院
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教育改革が現在進行中の課題であった様子も窺える。 

その後、第 69 回全学教育委員会（2012 年 2 月 21 日）にて、「名古屋大学大学院共通科

目規程」ほかが審議了承され、大学院共通科目の枠組みが確定した。当該規程において、

大学院共通科目は、「国際社会に通用する語学力を養成し、社会変化に対応し得る高度で知

的な能力及び素養を備える人材の育成を図る科目」と定められた。なお、同規程の施行日

は 2012 年 4 月 1 日であり、また関連する規程類についての改正が最小限で済むようなか

たちが採られたことにより、リーディング大学院事業の受講生には在籍初年度から大学院

共通科目を提供できることとなった。 

 

2.2．科目開設以降 

名古屋大学大学院共通科目規程の別表には、当初、大学院共通科目の授業科目及び単位

数について、計 8 科目（英語（アカデミックプレゼンテーション）I、同 II、Relationships 

and communication I、同 II、体験型講義「マネジメント」、同「リーダーシップ」、大学教員

論、キャリアデザイン論）が記された。このうち初年度には、Relationships and communication 

I（春・1 単位）、Relationships and communication II（春・1 単位）、体験型講義「マネジメン

ト」（夏期集中・2 単位）、大学教員論（夏期集中・2 単位）、キャリアデザイン論（秋・2 単

位）、体験型講義「リーダーシップ」（冬期集中・2 単位）の 6 科目が開講された。 

2012 年度春の大学院共通科目開設と時期をあわせて、教養教育推進室の目的や部門構成

が改められた。当室については、名古屋大学教養教育院規程（2012 年当時）において「推

進室は、社会変化に対応し得る高度で知的な能力及び素養のある人材を育成する国際的な

通用性を備えた質の高い教育を行うとともに、教養教育における質の保証を目指すことに

より、名古屋大学における教養教育の充実及び強化を図ることを目的とする」ものとされ

た。また、室内に新しく設置された共通教育企画部門にて、大学院共通教育プログラムの

開発・実施支援と、共通教育（学部）の質保証システムの構築及び新たな共通教育プログ

ラム等の開発を行うことが内規に定められた。当該部門には新たに教授ポスト 1（総長管

理定員）がつけられ、同年 4 月からの選考プロセスを経て、7 月 1 日付にて着任となった。

以降、当該教員が大学院共通科目の核となる科目「体験型講義」（後述）の開発を担うこと

になった。 

第 77 回全学教育委員会（2012 年 11 月 20 日）においては、教養教育推進室共通教育企

画部門に「大学院共通科目調査部会」が設置されたことが報告された。本部会は、その内

規において、大学院共通教育プログラムの企画・立案、大学院共通科目の開発、大学院共

通教育プログラムの質保証システムの整備等を行うための組織であり、構成員は教養教育

推進室長、共通教育企画部門の部門長および副部門長、その他部会が必要と認めた者と定

められた。第 80 回全学教育委員会（2013 年 2 月 19 日）では、2 名の兼任教員の委嘱が審

議・了承された。 
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その後、2016 年 4 月に行われた教養教育推進室の部門再編のなか、共通教育企画部門は

廃止のうえ、大学院共通教育プログラムの企画・立案機能を基盤開発部門とアカデミック・

ライティング部門が共同して実施することになった。また、2022 年 4 月には教養教育院統

括部に大学院共通科目部会が新設された。この部会は全学教育科目（いわゆる一般教育科

目）の各部会と併置され、2022 年度からの新カリキュラム導入に伴い、学部初年次から大

学院までシームレスな教養教育を実施するための一環として新設されたものである。これ

に伴い、2022 年度秋学期からは大学院共通科目についても学部と共通の様式での授業アン

ケートが実施されるようになり、結果が学内に公開されている。学内では、2018 年に博士

課程教育推進機構が新設され、卓越大学院事業をはじめとする各種大学院教育事業の総括

部門として機能するとともに、新たな大学院共通科目「プロフェッショナル・リテラシー」

を立ち上げたり、既存の体験型講義を教養教育院と合同で開講するようになったりなど、

教養教育院と連携しての活動が続いている。 

当初の大学院共通科目は、各研究科において随意科目として扱われていたが、教養教育

院からの働きかけを繰り返した結果、修了単位に算入できるように各研究科で規程改正が

進んできている１。また、当初から、学内のリーディング大学院事業や卓越大学院事業と連

動し、履修によって受講生のポイントが加算される仕組みが導入されていたが、2021 年度

に開始された次世代研究者挑戦的研究プログラム（以下、SPRING 事業）では、一部の大

学院共通科目が必修科目として位置づけられている。2022 年度より本格実施されたジョブ

型インターンシップにおいては、大学院共通科目がその受け皿として機能している。 

 

3．実施状況 

3.1．大学院共通科目としての開講科目数の推移 

大学院共通科目として開講された科目数と受講登録人数の変遷を図 1 に示す。科目数は

2018 年以降ほぼ横ばいとなったが、受講人数はその後も上昇をみせている。2022 年度秋学

期に開始された授業アンケートでは、授業に意欲的・自発的に取り組めたか、授業をとお

して知的な関心、学修の手がかり、もしくは達成感が得られたかといった各設問にたいし、

肯定的評価がつねに 95％以上という結果が得られている。担当教員らの主観ではあるが、

各授業科目の受講人数が少ないために教員との接触が多く細やかな授業進行ができること

や、異分野の学生との交流の機会となっていることなどが総合的に反映された結果ではな

いかと考えられる。 

なお、2025 年度の開講科目の一覧は、表 1 に示すとおりである。 
                                                      
１ 2025 年度現在、13 研究科中 11 研究科において規程改正が完了している。なお、未改正の研究科

のうちの 1 つでは、後述する科目「プロフェッショナルリテラシー」と完全に同一の内容を、研究

科独自の科目として開講している。 
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図1 大学院共通科目の開講科目数と受講登録人数注)の推移 

出所：本学教養教育院事務室提供データより筆者作成 

注：「プロフェッショナルリテラシー」を除く。（春）は春学期または前期、（秋）は秋学期または

後期を示す。 

 

表1 2025年度における大学院共通科目の開講数（科目名別） 
春学期 秋学期 開講部局 

プロフェッショナルリテラシー* 1 プロフェッショナルリテラシー* 1 

博機 異分野コラボレーション演習 1 異分野コラボレーション演習 1 

ジョブ型研究インターンシップ 1 ジョブ型研究インターンシップ 1 

リサーチスキルズ 8 リサーチスキルズ 7 

教養 マルチリンガルスキルズ 28 マルチリンガルスキルズ 22 

体験型講義 2 体験型講義 0 

大学教員準備講座** 2 大学教員準備講座* 2 

他 
シンガポールインターンシップ 1 シンガポールインターンシップ 1 

実世界データ処理学特論 0 実世界データ処理学特論 1 

ヘルスマネジメント・スキルズ* 0 ヘルスマネジメント・スキルズ* 1 

出所：「2025 年度名古屋大学大学院共通科目授業案内」（2025 年 4 月版）より筆者作成 

注：*印は１単位科目、**印は 2 単位科目と 1 単位科目の混合であることを示す。表中の「博機」は

博士課程教育推進機構、「教養」は教養教育院を示す。 

 

3.2．特徴的取り組み 

以下では、本学大学院共通科目のなかから特徴的な取り組みをいくつか紹介する。 
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体験型講義 

大学院共通科目においては、リーディング大学院事業の共通部分を担い、事業終了後の

内製化に備えるという趣旨のもと、「体験型講義」の導入が段階的に進められた。当初は 2

科目（「リーダーシップ」、「マネジメント」）から開始し、事業採択の増加と年次進行にあ

わせて、一時期には 4 科目まで拡充されている（「チーム・ビルディング」、「エンプロアイ

アビリティ」を追加）。現在は、「エンプロイヤビリティ」を毎年度、「マネジメント」と「ソ

ーシャル・レスポンシビリティ」を隔年で開講している。 

授業は前述のアクティブラーニング教室を使用して行われ、企業研修に着想を得た実践

的な内容となっている（栗本・栗本、2016）。少人数で密度の濃い授業が実施できており、

受講生にとっても担当教員にとっても満足度の高い授業である。一方で、学内への幅広い

展開については、告知ならびに実施体制の双方において今後の課題といえる。 

 

大学教員準備講座 

初期から続く取り組みの 1 つに、高等教育研究センターが実施しているプレ FD のプロ

グラム「大学教員準備講座」がある。2010 年度から続く大学院教育発達科学研究科の正課

「大学教員準備講座」（2 単位・春学期集中）が、大学院共通科目発足と同時に「大学教員

論」の科目名で全研究科に開放された。大学院生のキャリア設計に資するものになるよう、

多面的にアカデミックキャリアを検討する内容となっている（研究科科目設置にいたる経

緯は夏目（2011）を参照）。教室は、前述のアクティブラーニング用教室として整備された

もののうちの一つをメインに使用している。 

単位認定された受講者には、2023 年度以降、高等教育研究センター長名の修了証が授与

されている。卓越大学院や SPRING 事業での履修ポイント化、教育系の単位取得が保健系

の資格要件となっていることに伴い、近年の受講者数は安定して確保されている。 

2023 年度には、「大学教員論」（2 単位・春集中）のほかに、「大学授業の設計と実践」（1

単位・春学期集中、2024 年度からは秋学期集中も開講）２、「大学授業の開発と改善」（1 単

位・秋学期集中）がいずれも大学院共通科目として新設され、各科目の修了証に加えて、

3 科目をすべて修了すると「大学教員準備講座修了証」が授与される仕組みとなった。「設

計と実践」では授業設計と教授法を、「開発と改善」では自らの授業実践を改善する方法を、

それぞれ学ぶことができる。 

3 科目ともに、グループワークや模擬授業／プレゼンテーションが豊富に織り込まれて

                                                      
２ 「大学教員準備講座」プログラム外では、2015 年度から 2020 年度まで、同じく高等教育研究セ

ンター教員による「アクティブラーニングの技法」が隔年開講されており、本学 GSI（graduate 
student instructor：授業を担当できる大学院生講師）制度の試行が始まって以降は、その認定時に受

講が必要な科目となっていた。新しい「大学授業の設計と実践」は「アクティブラーニングの技

法」に変わる GSI 認定科目でもある。 
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おり、「多くの学びを得られた」といった高い評価が寄せられている。濃密なアクティブラ

ーニング形式の授業であるがゆえに、今後もし受講者数が増えた場合には、適した教室の

確保や、授業担当教員の確保などの困難への対応が課題になると予想される。 

 

リサーチスキルズ：サマーキャンプ 

大学院共通科目には、大学院共通外国語科目から移設された「リサーチスキルズ」や「マ

ルチリンガルスキルズ」が含まれる。前者では、(i)すべての学問分野の学生が必要な学力

を身につけ、さらに(ii)すべての専門職に対して汎用性のある学力を身につけてもらうこと

を目的に指導を行っている。そのなかで唯一、合宿形式の集中講義として開催されている

のが「Research Skills: Summer Camp（リサーチスキルズ：サマーキャンプ）」である。 

本科目は、課外セミナーだったものを 2015 年に単位化したもので、「develop your self-

confidence in research, communication, leadership（研究、コミュニケーション、リーダーシッ

プにおける自信を育む）」（告知ポスターより）を目的に、ワークショップ主体の授業を展

開している。授業としての使用言語は英語である。9 月中の 3 泊 4 日または 4 泊 5 日の日

程で近郊の青少年自然の家などに赴き、寝食を共にしながらの学びの機会を提供している。

参加費用（宿代、食費など）として 1 日あたり 4 千円程度の学生自己負担がある。担当す

る教員は、開始当初は 1 名であったが、近年は 2〜3 名のことが多い。2017 年度は合宿予

定地での地震により開催見送り、2020 年度と 2022 年度はコロナ禍のため休止、2021 年度

はオンライン開催としている。 

実際の受講数は年度による変動もあるが概ね 20 名前後であり、うち 3 分の 2 程度が日

本人学生である。例年、学会など学業に関わる事由による受講キャンセルが数名ある。2019

年度からは岐阜大学の学部生も受け入れており３、多いときは 4 割を占めたこともある。 

学生たちは本科目を「これまでで最も充実した野外学習の機会」として一様に高く評価

しており、学問分野や文化的背景の異なる仲間と協働することで視野が広がり、研究コミ

ュニケーションに対する自信が高まったと強調している。一方で、担当教員は、学生の研

究段階や英語運用能力の幅広さに対応したワークショップ設計に課題が残ることも認識し

ている。今後は、国内外との大学間連携をさらに拡大し、より多様な学生が安心して参加

できるプログラムへと発展させていく予定とのことである。担当教員としては、本科目が

AI 時代の教育の未来に希望の灯をともす存在となることを目指しているという。 

 

プロフェッショナル・リテラシー 

2019 年度に開講された「プロフェッショナル・リテラシー」（1 単位・春／秋）は、本学

                                                      
３ 岐阜大学と名古屋大学が 2020 年 4 月に経営統合したのち、学部授業には連携開設科目が設置さ

れた一方で、大学院授業については岐阜大学における対応部局・体制の整備が待たれているところ

である。 
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博士課程教育推進機構が提供する科目で、日英の両言語でそれぞれ実施されており、8 件

のセミナー受講と最終レポートでの合格により単位取得となる仕組みをもつ。シラバスに

は「学生は、自律、思考、提案、協働に関する技能が専門家としての人生にどのような意

義を持っているかを学び、その技能を高めるための機会や訓練機会を把握し、長期的継続

的な技能向上プログラムをみずから大学院の研究生活の中に組み込んでいく発想方法を身

につけるきっかけにすることができます」と記されている（設計思想については、田中ほ

か（2020）を参照）。8 件のセミナーの内訳は表 2 のとおりである。 

 

表2 プロフェッショナル・リテラシーの授業内容 

1，イントロダクション 各研究科・専攻におけるオリエンテーション 

2，大学院生活を描く 大学院生としてのスタートをきるにあたり、自身の目標や獲得すべきス

キルについて自覚する。 

3，論文を構築する 研究論文執筆の準備として、論文目的に即し、書く必要のある情報を確

認し、執筆プロセスや論文の構成を考えることができるようになる。 

4，説明力を磨く アクティビティを通じて1分間でわかりやすく、かつ興味深く自分の研

究内容を他者に紹介できるようになる。 

5，公正研究のススメ 自分の研究観を見つめ直し、他者と共有することで、公正研究の意義と

意味を考え、また、身の回りに起こりうる問題の予防と解決のヒントを

得る。 

6，多様性で活力を上げる 多様性の重要性を理解するため、ジェンダー（社会的性）を例に、性別

によらず全ての人が活躍することによる社会の活性化の仕組みを知る。 

7，心身を整える 大学院生が学生生活を送るうえで有用な知識を獲得するとともに、スト

レスや困難に対処できる力を身につける方法を体験し、今後の備えとす

る。 

8，キャリアを設計する 自分のキャリアプランを考えるにあたっての要点を知り、大学院生活を

どのように活用していけばいいのかを理解する。 

出所：博士課程教育推進機構ウェブサイトに掲載の2025年度シラバスより筆者作成 

 

初年度は対面で開講され、各回何人の出席があるのかまったく予測がつかないという手

探りでの実施であった。最終的に単位を取得したのは 50 名弱であった。翌 2020 年度には、

新型コロナ禍により完全オンデマンドに切り替えられた。その後、受講しやすい環境の確

保のために、曜日時限に縛られることのない完全オンデマンド方式を維持することになっ

て、今に至る。2024 年度には単位取得者がはじめて 200 名を超えた。現在、SPRING 事業

の受講生は、本科目が必修となっている。なお、開始当初は年度をまたいでの受講を認め

ていたが、受講実態にあわせ、2026 年度からは各学期内での受講完了を要件とすることに

なっている。 
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4． 今後の課題 

本稿では、名古屋大学大学院共通科目の設置経緯と特徴的な科目事例について概観して

きた。本学の大学院共通科目は、種々の大学院事業の期間終了後の受け皿となるべく設置

され、強いリーダーシップや明確な理念によって推進するというよりも、時代や状況にあ

わせた柔軟な対応を可能としてきたところに特徴がある。これを可能にしたのは、各研究

科において大学院教育改革への理解が進むような時代背景であったように思われる。 

最後に、大学院共通科目の課題について、いくつかの私見を述べて締めくくりたい。 

まず、設置から一定の年数が経過しているため、科目内容ならびに運用体制の検証や見

直しを、大学院共通科目全体について実施することが挙げられる。当初の設計意図と現状

との整合性、また、社会的・時代的な新たな要請への対応について、検証をおこなっても

よい時期であろう。なお、これまでの全体設計では、かなりの柔軟性をもたせ、さまざま

な大学院教育改革の波に対応できるようになっていたことをふまえると、今後の基本方針

をどのように設計するかが一つの焦点になると考えられる。 

また、各研究科との意見交換を実施することを課題として提案したい。大学院共通科目

の位置づけや活用方法についての共通理解を深め、研究科における状況についての知見を

集約することは、今後の改善のために有益である。 

こうした取り組み、さらに大学院共通科目の開設以降に発足した博士課程教育推進機構

との各種調整を通じて、学内における大学院共通科目の位置づけを明確にし、より効果的

な運用体制の構築を目指すことが、今後の課題であると認識している。 
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神戸大学の次世代研究者挑戦的研究プログラム（SPRING）の実践と 

博士人材育成支援のあり方 

 

Implementation of the “Support for Pioneering Research Initiated by the Next Generation 
(SPRING)” Program and Consideration of an Appropriate Framework for Supporting 

Doctoral Human Resource Development at Kobe University 
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横小路 泰義（神戸大学 大学院工学研究科 教授）/ YOKOKOHJI, Yasuyoshi 

小林 太（神戸大学 大学院システム情報学研究科 教授）/ KOBAYASHI, Futoshi 

鶴田 宏樹（神戸大学 バリュースクール 教授）/ TSURUTA, Hiroki 

葛城 浩一（神戸大学 大学教育推進機構 准教授）/ KUZUKI, Koichi 

 

要旨 

 本稿では、文部科学省「科学技術イノベーション創出に向けた大学フェローシップ創設

事業」および科学技術振興機構（JST）「次世代研究者挑戦的研究プログラム（Support for 

Pioneering Research Initiated by the Next Generation 略して SPRING と呼ぶ）」事業の実践を

通して、大学院教育、特に博士課程教育は今後どうあるべきかについて検討を行った。神

戸大学では 7 つのコンピテンシーに基づき、教育・研究・キャリア支援のためのコンテン

ツを整え、「神戸大学博士学生支援総合パッケージ」として一体的に運用をしている。また、

筆者らがメンバーとなる「博士人材育成プログラム検討 WG」を設置し、7 つのコンピテ

ンシーの定義・可視化の議論を進めてきた。学生自身が 7 つのコンピテンシーに対して、

目標を設定し、自ら評価して、学修することができる仕組みを構築することで、将来のキ

ャリアを考える上でも参考になる可能性があることを示した。さらに、このコンピテンシ

ーを含めた本パッケージを整備していく過程そのものが大学院共通教育のあり方を議論す

るための多くの示唆を与えた。 

 

1. はじめに 

近年、日本では、我が国の科学技術・イノベーションの将来を担う優秀な志ある博士学

生１への経済的支援を強化している。これまで実施されていた JSPS 特別研究員（DC）は、

アカデミア研究者のトップ層の博士学生の支援を対象とし、大学ごとの申請ではなく、学

 
１ 神戸大学では、修士課程を博士課程前期課程、博士課程を博士課程後期課程と定めているが、

本稿では、博士課程前期課程を「修士課程」、博士課程後期課程を「博士課程」と呼び、修士課程

に在籍する学生を「修士学生」、博士課程に在籍する学生を「博士学生」と呼ぶ。 
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